
国際漁業振興協力事業

＜対策のポイント＞
積極的な漁業協力を通じ、入漁先国における日本のプレゼンスを強化し、我が国の漁船の海外漁場における操業を確保します。
＜政策目標＞
海外漁場における我が国の漁船の漁業活動の維持
（海外漁場で操業する海外まき網漁業の漁船数（許可隻数）の維持） 28隻（令和３年度）→28隻（令和７年度）

【令和４年度予算概算決定額 623（630）百万円】

[お問い合わせ先]水産庁国際課（03-6744-2366）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．水産開発調査事業 23（23）百万円
太平洋島嶼国など水産外交上重要な国において、「水産分野における民間投
資促進や産業育成につながる漁業協力」及び「新型コロナウイルス感染拡大により
影響を受ける水産物流通（国内流通及び輸出）の改善」を行うために必要な基
礎情報収集、個別課題の抽出等を実施する。

２．水産物持続的利用推進支援事業 22（22）百万円
太平洋島嶼国など水産外交上重要な国において、「漁村の拠点整備」、「海洋
環境保全の取組」、「新型コロナウイルス感染拡大による漁獲物の販売量減少等
の影響を受けた漁業コミュニティの代替生計手段確保」など、産業育成やコミュニ
ティの強靱性・福祉向上に資する総合的な取組に対する技術的助言及び協力案
件形成の提案を実施する。

３．海外漁業協力強化推進事業 578（585）百万円
我が国と入漁等の関係がある沿岸国の要請に応え、研修を通じた人材育成、
水産業の開発・振興のための技術普及及び水産関連施設の機能の回復等に関
する支援等に加え、新たに、水産関連資機材について再生可能エネルギーの導入
や省エネ型への交換を実施するとともに、当該資機材の使用方法に関する現地指
導を行い、太平洋島嶼国の水産分野におけるカーボンニュートラル支援を実施する。

＜事業の流れ＞

国 民間団体等

委託

補助 事業費の1/2以内

１．の事業

２．の事業

３．の事業 補助 定額

海洋安全保障の観点も含
め、我が国のプレゼンスを強
化することが、政府として喫
緊の課題

【第９回太平洋・島サミット首脳宣言】
 首脳は（中略）気候変動の影響に対応するための継続的な適応支援を含
めたPIF島嶼国の（中略）再生可能エネルギーの支援において、緊密に協力
することへのコミットメントを確認

【国連食料システムサミット】
 アクション・トラック３（自然促進・ポジティブな生産）：生物多様性損失、汚
染、水利用、土壌悪化及び温室効果ガス排出を削減することより、食糧生産
加工流通における環境資源利用を最適化

太平洋島嶼国の関心が高い気候変動に関連した協力を新たに実施し、日本の
プレゼンスを強化

太平洋島嶼国において、中
国・台湾のプレゼンスが、大
規模な援助と経済進出に
より急速に増大

これまでは水産ODA等が評価さ
れ、中国・台湾より比較的有利
な条件で入漁

入漁料の高騰、現地化の要求、
外国漁船による操業の禁止など
の動きから、中国・台湾との競争
が激化

水産分野
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